
都市整備政策課

企画・新都心事業調整担当

5655

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B3
さいたま新都心管理事業費 土木費 さいたま新都心管理事業費

宣言項目 11 オリンピック・パラリンピックなどを契機とした地域の活性化

分野施策 041040 活力を生み出すまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 財産収入 繰 入 金 諸 収 入 県　債

決定額 2,731,721 8,496 286,640 924,535 13,000 1,497,000 2,050 1,338,804

前年額 1,392,917 8,494 232,451 486,452 13,000 650,000 2,520

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

都市計画総務
費

事 業
期 間

平成12年度～ 根 拠
法 令

さいたま新都心まちづくり推進協定
さいたまスーパーアリーナ条例

・安全で快適なさいたま新都心の都市空間を形成する。
・さいたまスーパーアリーナ・けやきひろばについて指
定管理者による効率的、効果的な管理運営を行う。
（指定期間：平成31年4月1日～平成36年3月31日）
・さいたまスーパーアリーナ・けやきひろばについて、
中長期修繕計画を定め、予防保全の考えに基づき修繕
を実施する。
（１）まちづくり協議会負担金　　　　　　　450千円
（２）管理運営業務委託　　　　　　　　110,671千円
（３）施設修繕費 　　　　　　　　　 2,606,000千円
（４）駐車場用地等賃借料　　　　　　　 13,000千円
（５）バスケイベント開催費　　　　　　　1,600千円

（１）事業内容
　　ア　さいたま新都心まちづくり推進協議会の構成員としての負担金　　　　　　　450千円　　
　　イ　さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば管理運営業務委託　　　　　　110,671千円
    ウ　さいたまスーパーアリーナ・けやきひろば施設修繕費　        　　　2,606,000千円　
　　エ　さいたまスーパーアリーナ駐車場用地等の転貸借　　　　　　　　　　　 13,000千円
　　オ　けやきひろばにおけるバスケットボールイベントの開催　　　　　　　　　1,600千円

（２）事業計画
　　・防災・防犯などの安全面はもとより、にぎわいの創出や来訪者の利便に配慮し、さいたま新都心にふさわしい都市
　　　管理及び街の運営を行っていく。
　  ・年度別計画（単位：千円）　 平成31年度　平成32年度  平成33年度　平成34年度　平成35年度
　　　　まちづくり協議会負担金          450         450         450         450         450
　　　　管理運営業務委託　　        110,671     110,000　　 110,000　　 110,000　　 110,000　
　　　　施設修繕費　　            2,606,000   1,600,711   1,494,181   1,553,980   1,261,700
　　　　駐車場用地等賃借料　　　     13,000      13,000      13,000      13,000      13,000
　　　　バスケイベント開催費　　 　　 1,600　　　　　 0　　　　　 0　　　　　 0　　　　　 0
　　    　  　合　計              2,731,721   1,724,161   1,617,631　 1,677,430　 1,385,150　　　　　　　　
（３）事業効果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（消費税率：10%）
　　・さいたま新都心の街の活性化に寄与する。
　　・さいたまスーパーアリーナ・けやきひろばの施設管理が適切に行われ、施設稼働率が高水準で推移し、埼玉県の魅
　　　力が国内外に発信されている。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　・県、さいたま市、地元企業、地元住民等で構成されているまちづくり推進協議会を中心に、さいたま新都心のにぎ
　　　わい創出に取り組んでいる。

　（県10/10）

　地域活性化事業債　充当率90％　交付税措置　30％

　9,500千円×4.0人＝38,000千円

前年との
対比

― 都市整備部 B3 ―



都市整備政策課

企画・新都心事業調整担当

5655

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B4
さいたま新都心の街魅力アップ推進事業費 土木費 さいたま新都心管理事業費

さいたま新都心まちづくり推進協定 宣言項目 11 オリンピック・パラリンピックなどを契機とした地域の活性化

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 126,436 126,000 436 114,556

前年額 11,880 11,000 880

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

都市計画総務
費

事 業
期 間

平成29年度～ 根 拠
法 令平成31年度

　バリアフリーの街であるさいたま新都心は平成１２年
５月の街開き以来１８年が経過した。東京２０２０オリ
ンピック競技大会のバスケットボール競技がさいたまス
ーパーアリーナで開催され、国内外から来訪者の増加
が見込まれる中、多言語対応等の一層の充実が求められ
る。
　また、周辺施設と回遊ルートの設定等の連携を図り、
地域の魅力アップを推進する。

（１）さいたま新都心の街魅力アップ推進事業費　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 126,436千円

（１）事業内容
　　ア　さいたま新都心の街魅力アップ推進事業費　126,436千円　　
　　　　・けやきひろば及びさいたまスーパーアリーナの多言語案内等の整備工事

（２）事業計画
　　・さいたまスーパーアリーナ・けやきひろばの案内表示の改修・多言語化を東京2020オリンピック前までに
　　　実施する。

    ・年度別計画　 　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
　　　　　　　　　　平成29年度  平成30年度　平成31年度　　　計
　　   　　　　　　　　　5,210　　　11,880　　 126,436　　 143,526
　　
（３）事業効果
　　・初めてさいたま新都心を訪れる国内外からのお客さまや障害をお持ちの方が迷わずにエリア内を移動でき、目的の
　　　施設へスムーズに到着できるようになる。
　　
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　・県、さいたま市、地元企業、地元住民等で構成されているまちづくり推進協議会を中心に、さいたま新都心のにぎ
　　　わい創出に取り組んでいる。

　（県10/10）

　地域活性化事業債　充当率90％　交付税措置　30％

　9,500千円×0.5人＝4,750千円

前年との
対比

― 都市整備部 B4 ―



市街地整備課

八潮新都市等整備・区画整理担当

5383

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B1
社会資本整備総合交付金（区画整理）事業費 土木費 社会資本整備総合交付金（区画整理）事業費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 分担金・負担金 諸 収 入 県　債

決定額 746,927 368,956 184,478 4 193,000 489 △165,602

前年額 912,529 494,258 204,629 4 213,000 638

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

土地区画整理
費

事 業
期 間

昭和46年度～ 根 拠
法 令

土地区画整理法、埼玉県組合等土地区画整理事業補助金交付
要綱平成41年度

　土地区画整理事業を施行する組合等に対して、社会資
本整備総合交付金の対象となる事業に県が補助を行い、
土地の区画形質の変更及び公共施設の新設・変更をして
、健全な市街地の形成と良好な宅地の供給を図る。

（１）社会資本整備総合交付金（区画整理）事業費
  　　　　　　　　　　　　　　　　　737,912千円
（２）事務費　 　 　　　　　　　 　　 9,015千円

（１）事業内容
　　　健全な市街地の形成と良好な宅地の供給を図るため、県内5地区の土地区画整理組合に補助する。
　　　　補助地区：川口市戸塚東部、上尾市大谷北部第二、上尾市大谷北部第四、羽生市岩瀬、吉川市吉川中央
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　737,912千円
        都市基盤施設の整備を促進するため、土地区画整理事業で整備する都市計画道路に補助を行う。
　　　　
（２）事業計画
　　　年度別事業計画（単位：千円）
　　　年　度　平成28年度　平成29年度　平成30年度　平成31年度　平成32年度　平成33年度
　　　組合数　　　　　 6　　　　　 6　　　　　 5　　　　　 5　　　　　 5           4
　　　金　額　 1,120,098　　 987,251　   912,529 　  746,927　   725,700     697,000

（３）事業効果
　　　土地区画整理事業は良好な住宅地の供給や公共施設の整備改善を図り、防災機能の向上と地域の活性化に
　　資する事業であり、市街化区域等面積の約1/3が土地区画整理事業で整備されている。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　地権者全員が組合員となり、自らがまちづくりを行うものである。

　事業主体：組合　
  (国1/2・県1/4・市1/4）事業者0

　公共事業等債
　充当率90％　（通常分50％　財対分40％）
　交付税措置　財対分　50％

　9,500千円×3.6人＝34,200千円

前年との
対比

― 都市整備部 B1 ―



市街地整備課

八潮新都市等整備・区画整理担当

5384

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B6
公共団体区画整理事業県道整備費 土木費 公共団体区画整理事業県道整備費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 181,213 181,000 213 △45,534

前年額 226,747 226,000 747

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

土地区画整理
費

事 業
期 間

昭和53年度～ 根 拠
法 令

埼玉県公共団体土地区画整理事業県道整備費交付要綱

平成44年度

　市町村施行の土地区画整理事業により県道の整備を行
う場合に、県がその費用の一部を補助する。

（１）公共団体区画整理事業県道整備費　181,213千円

（１）事業内容
　　　県道は本来、道路管理者である県が整備すべきものである。このことから市町村施行の土地区画整理事業地内
　　の県道整備について、県が応分の負担をする。
　　ア　公共団体区画整理事業県道整備費　6市7地区　181,213千円
　　
（２）事業計画
　　  年度別事業計画（単位：千円）
　　　年　度　平成28年度　平成29年度　平成30年度　平成31年度　平成32年度　平成33年度
　　　地区数　　　　　 7　　　　　 7　　　　　 7　　　　　 7　　　　　 8　　　　　 8
　　　金　額　　 223,375　　 275,433　　 226,747　　 181,213　 　269,120　   204,598   

（３）事業効果　
　　　県道と沿線の市街地を一体的に整備することにより、良好な市街地づくりの促進を図ることができる。
　　　県道を単独で整備する場合と比べ、土地区画整理事業で整備した場合、県の負担を1/3以下に抑えることが
　　できる。

　事業主体：市町村
　国1/2 (県1/3～1/5) 市町村3/10～1/6

　地方道路等整備事業(90%)

　9,500千円×4.6人＝43,700千円

前年との
対比

― 都市整備部 B6 ―



市街地整備課

八潮新都市等整備・区画整理担当

5378

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B7
つくばエクスプレス沿線地域整備推進費 土木費 つくばエクスプレス沿線地域整備推進費

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 041040 活力を生み出すまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 分担金・負担金 財産収入 諸 収 入 県　債

決定額 2,324,200 452,500 140,500 650,000 8 363,000 718,192 174,123

前年額 2,150,077 423,000 131,400 600,000 8 327,000 668,669

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

土地区画整理
費

事 業
期 間

平成 7年度～ 根 拠
法 令

大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関
する特別措置法平成41年度

　つくばエクスプレス沿線地域において、住工混在を解
消し、良好な住宅地の供給を図り、地域の活性化に寄与
する。

（１）県施行土地区画整理事業費　2,282,045千円
（２）事務費　　       　　　　　　42,155千円

（１）事業内容
　　　つくばエクスプレスの開通に伴い、新駅周辺地域の都市基盤整備と良好な住宅地の供給を図り、「悠々としっかり
　　　と、家族みんなの未来を育むことのできる街」および「これからの豊かさを想像する、大きな未来が待っている
　　　街」を目指したまちづくりを推進する。
　 　ア　八潮南部西地区土地区画整理事業(県施行)　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　2,324,200千円
　　　　(ｱ)工事
　　　　　・区画街路の築造工事(L=約 545 m)
　　　　　・宅地の整地工事(A=約 16,970 m2)　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　・2号調整池の整備(流入及び排水設備、護岸)
　　　　　・4号調整地の整備（地盤改良）
　　　　(ｲ)補償費　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　・物件移転補償(31件)　
　　　　(ｳ)民間連携による保留地販売の推進
　　　　　・住宅関連企業等と連携した販売手法に引き続き取り組む。

（２）事業計画
　　 ア　つくばエクスプレス沿線地域整備推進費
　　　　　年度別事業計画（単位：億円）
　　　　　年　度　　平成27年度　　平成28年度　　平成29年度　　平成30年度　　平成31年度
　　　　　金　額　　　　　32.9　　　　　20.4　　　　　23.7　　　　　21.5　　　　　23.3

（３）事業効果
 　　ア　八潮南部西地区
　　　　・物件の移転及び道路等の都市基盤整備を行うことで、使用収益開始率が約71%から約74%となる。
　　　　・保留地を販売することで、保留地処分率が約39%から約44%となる。

（１）事業主体：県
（２）負担区分
　　・旧地活：国5.0/10,県4.0/10,市1.0/10
　　・都再区：国5.0/10,県4.0/10,市1.0/10

　公共事業等債
　充当率90％　（通常分50％　財対分40％）
　交付税措置　財対分　50％

　9,500千円×22.6人＝214,700千円

前年との
対比

― 都市整備部 B7 ―



市街地整備課

企画・再開発担当

5385

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B8
市街地再開発促進費補助 土木費 市街地再開発促進費補助

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 680,318 680,000 318 199,877

前年額 480,441 480,000 441

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

土地区画整理
費

事 業
期 間

平成 9年度～ 根 拠
法 令

都市再開発法、埼玉県市街地再開発促進事業費補助金交付要
綱等平成36年度

　地域の防災性の向上を図るとともに、個性豊かな魅力
ある市街地の整備を進めるため、市街地再開発事業等に
おいて土地や建物を共同化するために必要となる経費の
一部を補助する。

（１）市街地再開発促進費補助　　　　680,035千円
（２）事務費　　　　　　　　　    　　　283千円

（１）事業内容　
　　　鴻巣駅東口駅通り地区、所沢東町地区、所沢駅西口北街区、川口栄町3丁目銀座地区及び蕨駅西口地区で市街地
　　再開発事業により土地や建物を共同化し、都市機能の更新や土地の高度利用を図る。
　　ア　4市5地区で建築工事や事業計画作成等を実施　680,318千円

（２）事業計画
　　　年度別事業計画（単位：千円）　
　　　年　度　平成28年度　平成29年度　平成30年度　平成31年度　平成32年度  平成33年度
　　　地区数　 　　　　3 　　　　　4 　　　　　5 　　　　　5　　　　　 4　　　　　 3
　　　金　額　　 321,758　　 253,387　 　480,627　　 680,318     411,128     482,833

（３）事業効果　
　　　建築物の共同化を図ることで、都市機能の集約、高度利用や市街地の防災性の向上が可能となる。　　　　
　　　平成31年度は、鴻巣駅東口駅通り地区、所沢東町地区、所沢駅西口北街区、川口栄町3丁目銀座地区及び蕨駅西
   口地区の事業を促進する。

　事業主体：市
　国1/3 (県1/9) 市2/9・組合等1/3

　一般事業(75%)

　9,500千円×2.1人＝19,950千円

前年との
対比

― 都市整備部 B8 ―



市街地整備課

企画・再開発担当

5385

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B9
市街地再開発事業等公共施設管理者負担金 土木費 市街地再開発事業等公共施設管理者負担金

宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 県　債

決定額 280,000 140,000 140,000 0 △422,500

前年額 702,500 386,375 316,000 125

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

土地区画整理
費

事 業
期 間

平成 9年度～ 根 拠
法 令

都市再開発法、埼玉県市街地再開発事業等公共管理者負担金
交付要綱等平成34年度

　市街地再開発事業により整備する公共施設について、
その費用の一部を負担する。

（１）市街地再開発事業等公共施設管理者負担金 
                                     280,000千円

（１）事業内容　
　　　所沢東町地区の市街地再開発事業により公共施設を整備し、都市機能の更新を図る。
　　ア　1市1地区で実施　280,000千円

（２）事業計画
　　　年度別事業計画（単位：千円）
　　　年　度　平成28年度　平成29年度　平成30年度　平成31年度　平成32年度　平成33年度　
　　　地区数　　　　　 2　　　　　 2　　　　　 2　　　　　 1　　　　　 1　　　　　 1　
　　　金　額　　 570,528　　 552,880　　 702,500　　 280,000　　 197,400      75,400　
　
（３）事業効果　
　　　市街地再開発事業において公共施設は、建築物と併せて整備される。
　　　地権者は再開発で整備される建築物に入居するので、地区外に転出することなく引き続き、住み慣れた環境　　　
　　で生活をすることができ、地域コミュニティを生かしたまちづくりを推進できる。

　実施主体：県
　（国5/10、県5/10）

　街路事業債（90%）

　9,500千円×0.5人＝4,750千円

前年との
対比

― 都市整備部 B9 ―



市街地整備課

企画・再開発担当

5376

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B10
住宅密集地改善促進事業費 土木費 住宅密集地改善促進事業費

なし 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020517 地震に備えたまちづくり

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 887 887 △15,034

前年額 15,921 15,921

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

土地区画整理
費

事 業
期 間

平成28年度～ 根 拠
法 令

　延焼による甚大な被害が想定される住宅密集地につい
て、県が早期に取り組める改善手法を技術支援すること
で市町村の取組を促進していく。

（１）事務費　　　　　　　　　　　　 887千円

（１）事業内容
　　　埼玉県住宅密集地改善連絡会議や住宅密集地改善の手引き等によって、市町村の密集地改善を技術支援する。

（２）事業計画
　　　ア　埼玉県住宅密集地改善連絡会議の開催
　　　イ　住宅密集地改善の手引きや延焼データの提供等による技術支援

（３）事業効果
　　　ア　住宅密集地改善の先導事例を県内市町村と共有することで、全県的な取組として広がる。
　　　イ　地域の実情に応じた早期に取り組める手法によって、住宅密集地での防災性が向上する。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　埼玉県住宅密集地改善連絡会議を通じて、県内市町村、UR都市機構、大学などと連携を図る。

（５）その他
　　　・平成28年度に密集市街地改善促進費により埼玉県住宅密集地改善連絡会議を設置して先導地区を選定した。
　　　・平成29年度から30年度まで先導地区において市町村が取り組む改善事業を補助して手引きを作成した。

（県10/10）

9,500千円×1.6人＝15,200千円

前年との
対比

― 都市整備部 B10 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5397

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B2
社会資本整備総合交付金（公園）事業費 土木費 公園費 社会資本整備総合交付金（公園）事業費

都市計画法、都市公園法 宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 051245 みどりの保全と再生

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 県　債

決定額 601,497 268,512 332,000 985 △95,871

前年額 697,368 323,620 373,000 748

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

昭和41年度～ 根 拠
法 令

　都市環境の改善やレクリエーションの場を提供し、都
市生活にうるおいと安らぎをもたらすとともに、災害時
には避難場所、救援活動の拠点となる公園の整備を進め
る。一方で、老朽化により安全安心な利用確保が難しい
公園施設が増えてきていることから、長寿命化計画に基
づき計画的に更新・改修を行い、安全・安心な都市公園
環境の形成を図る。
（１）社会資本整備交付金（防災安全）事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　517,024千円
（２）社会資本整備交付金（広域連携）事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 60,000千円
（３）事業費支弁人件費　　　　　　　　　5,900千円
（４）事務費　　　　　　　　　　　　　 18,573千円

(1)事業内容　　
　　ア　公園の新規供用に向けた施設整備を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　492,024千円
　　　　(さきたま古墳公園、権現堂公園)
　　イ　公園施設長寿命化計画に基づく施設改修等を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　 25,000千円
　　　　(戸田公園、加須はなさき公園)
　　ウ　広域的地域活性化基盤整備計画に基づく施設改築を実施する。　　　　　　　　　　　　　 60,000千円
　　　　（秩父ミューズパーク）
(2)事業計画
　　ア　各公園3年から5年単位で段階的に供用区域を拡張する。
　　　　～年度別事業計画～【平成29年度】公園数4、金額　662,000千円
　　　　　　　　　　　　　【平成30年度】公園数2、金額  635,643千円
　　　　　　　　　　　　　【平成31年度】公園数2、金額  492,024千円
　　イ　公園施設長寿命化計画策定に基づき、計画的な改築・更新に取り組む。
　　　　～年度別事業計画～【平成29年度】公園数2、金額　 70,002千円
　　　　　　　　　　　　　【平成30年度】公園数1、金額   32,000千円
                          【平成31年度】公園数2、金額   25,000千円
　　ウ　広域的地域活性化基盤整備計画に基づき、施設を改築する。
　　　　～年度別事業計画～【平成30年度】公園数1、金額　　5,264千円
　　　　　　　　　　　　　【平成31年度】公園数1、金額　 60,000千円
(3)事業効果
　　　供用面積が拡大することで、県民の憩いや安らぎの場の増加につながり、災害時での避難場所としての
　　機能も拡大する。
        【平成25年度】事業費1,174,400千円、供用面積 9.4ha、まつぶし緑の丘公園ほか4公園
        【平成26年度】事業費　945,845千円、供用面積 1.5ha、権現堂公園
        【平成27年度】事業費　924,495千円、供用面積 4.5ha、しらこばと公園
        【平成28年度】事業費　869,996千円、供用面積15.4ha、まつぶし緑の丘公園ほか１公園
　　　　【平成29年度】事業費　757,423千円、供用面積 0.0ha
　　　　【平成30年度】事業費　697,368千円、供用面積16.7ha、羽生水郷公園ほか１公園

　用地(国1/3・県2/3)
　工事(国1/2・県1/2)

　公共事業等債
　充当率90％　（通常分50％　財対分40％）
　交付税措置　財対分　50％

　9,500千円×4.8人＝45,600千円

前年との
対比

― 都市整備部 B2 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5399

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B12
新たな森建設費 土木費 公園費 新たな森建設費

都市公園法、彩の国みどりの基金条例 宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 051245 みどりの保全と再生

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
繰 入 金 県　債

決定額 560,538 140,538 420,000 0 10,187

前年額 550,351 138,351 412,000 0

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成22年度～ 根 拠
法 令平成32年度

　県の重点施策である「みどりと川の再生」を強力に推
進し、みどりの少ない都市部において、核となる新たな
森を創造する。

（１）新たな森建設費

　(1) 事業内容
　　　埼玉県では、平地林など身近なみどりが約6,500ha減少しており、特にみどりの少ない都市部において
　　まとまった緑を創出するため、核となる「新たな森」を創造する。

　(2) 事業計画と事業費
　　　～平成24年度　　　 92百万円　　委託
      　平成25年度　  1,673百万円　　都市計画決定、事業認可取得、用地買収、工事
      　平成26年度　　  686百万円　　用地買収、工事（土地造成等）、園地実施設計
      　平成27年度　　  873百万円　　用地買収、工事（土地造成、調整池）、管理事務所等設計
    　  平成28年度　　　900百万円　　工事（土地造成、園路、植栽等）
    　  平成29年度　　　907百万円　　用地買収、工事
    　  平成30年度　　　550百万円　　工事
    　  平成31年度　　　560百万円　　工事、用地買収、一部供用開始〔平成31年春〕
    　  平成32年度　　　539百万円　　工事、供用開始〔平成33年春〕
    　  合計　　　　　6,780百万円

　(3) 事業効果
      新たな森を整備することにより、約16haの「みどり」を創出し、潤いや安らぎのある自然環境を次の世代に
    引き継ぐことができる。

  (4) 県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
      平成31年度以降、ベンチ、遊具、植栽などを整備するが、これらの施設については、企業や団体からの寄附
　　により整備し、費用は原則「0」とする。

　　(県10/10)

　　9,500千円×1.2人＝11,400千円

前年との
対比

― 都市整備部 B12 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5399

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B13
公園等建設費 土木費 公園費 公園等施設整備費

都市計画法、都市公園法 宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 051245 みどりの保全と再生

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 寄 附 金 繰 入 金 諸 収 入 県　債

決定額 2,637,409 85,000 2,428,000 124,409 802,142

前年額 1,835,267 10,000 100 4,630 85,000 1,638,000 97,537

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

昭和62年度～ 根 拠
法 令

　地域の特色を活かしながら県民のニーズに対応した公
園整備を進めるとともに、誰もが安全で快適に利用でき
る公園施設の充実を図る。

（１）特徴際立つ公園整備
（２）公園等建設費
（３）中長期修繕計画に基づく修繕費
（４）所沢航空記念公園（運動場人工芝化）
（５）ラグビーワールドカップ２０１９のレガシー創出

（１）事業内容：
　ア　大宮公園外24公園の施設整備、改築・更新及び未整備公園の維持管理を行う。　　　　　　　　351,029千円
　イ　埼玉県庁舎・公の施設の施設マネジメント方針に定める中長期修繕計画に基づき、公園施設の長寿命化を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,351,765千円
　ウ　公園の魅力アップを図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200,000千円
　（ア）所沢航空記念公園（運動場人工芝化）
　エ　特徴際立つ公園整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　120,000千円
　（ア）こども動物自然公園等（新キリンふれあい展示舎等）
　オ　ラグビーワールドカップ２０１９のレガシー創出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　604,978千円
　（ア）熊谷スポーツ文化公園（ラグビー場（Ｂ・Ｃグラウンド）、芝生広場（西）の整備）

（２）事業計画：
　ア　公園の利用状況や利用者からの意見などを踏まえ、公園の施設整備や改築・更新を行う。
　イ　公園施設中長期修繕計画に基づき更新を行う。
　ウ　公園のニーズに合った施設整備を行うことで魅力アップを図る。
　エ　公園の満足度向上のため、施設の充実を行う。

（３）事業効果：
　ア　公園施設の整備や機能向上を行うことで、公園の利用者の満足度の向上や安全の確保が図れ、魅力ある公園利
　　用が提供できる。
　イ　公園施設の長寿命化を図ることができる。
　ウ　魅力アップにより公園施設の利用拡大を見込むことができる。
　エ　公園の特色を際立たせることで、公園利用の一層の増進を図ることができる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　利用者への影響の少ない時期に工事を実施するため、公園の利用実態を考慮し指定管理者等と工程調整を行う。

　（県10/10）

　一般単独事業債（充当率75％以内）
　地域活性化事業債（充当率90％以内）　等

(1) 事業に係る人件費 60,800千円(9,500千円×6.4人)

前年との
対比

― 都市整備部 B13 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5399

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B14
競技施設等整備費 土木費 公園費 公園等施設整備費

都市計画法、都市公園法 宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 061350 スポーツの振興

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 742,750 742,000 750 106,186

前年額 636,564 636,000 564

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成 4年度～ 根 拠
法 令

　公正な競技の実施と円滑な大会運営を図るために必要
な施設の整備や改築・更新等を行う。また、観客が安全
かつ快適に競技観戦ができるよう施設の充実を図る。

（１）競技施設等整備費　　　　　　　　236,096千円
（２）中長期修繕計画に基づく修繕費　　502,654千円

（１）事業内容
　　ア　大宮公園外４公園で、競技の運営に必要な競技施設の整備や改修等を行う。
　　イ　埼玉県庁舎・公の施設の施設マネジメント方針に定める中長期修繕計画に基づき、公園施設の長寿命化を図る。
（２）事業計画
　　ア　公正な競技の実施と観客が安全かつ快適に競技観戦できるような施設の充実を図る。
　　イ　公園施設中長期修繕計画に基づき計画的な修繕を行う。

（３）事業効果
　　ア　施設や設備の充実により円滑な競技の運営が可能となる。
　　　　主催者の信頼の獲得により新たな大会の誘致など利用者の増加が期待できる。
　　イ　公園施設の長寿命化を図ることができる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　利用者や各競技団体と連携して、公正な競技の実施を図る。

県（10/10）

一般単独事業債（充当率75%以内）
地域活性化事業債（充当率90%以内）

（１）事業に係る人件費7,600千円(9,500×0.8)

前年との
対比

― 都市整備部 B14 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5403

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B15
都市公園緑化事業費 土木費 公園費 公園等施設整備費

都市公園法、彩の国みどりの基金条例 宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 051245 みどりの保全と再生

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
繰 入 金

決定額 5,500 5,500 0 2,260

前年額 3,240 3,240 0

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成21年度～ 根 拠
法 令

　身近なみどりの保全・創出・活用を図るために創設さ
れた「彩の国みどりの基金」を活用し、みどりの少ない
都市部への森づくりを都市公園において積極的に推進す
る。
　平成31年度は、権現堂公園（2号公園）へ100本の植樹
を行う。

（１）都市公園緑化事業費　　　　　　　  5,500千円

（１）事業説明
　　彩の国みどりの基金を財源とし、県営公園に植樹を行う。
　　平成31年度は、権現堂公園（2号公園）へ100本の植樹を行う。

（２）事業計画
　　平成29年度　　400本　(まつぶし緑の丘公園　200本、しらこばと公園　200本)
　　平成30年度　　 60本　(和光樹林公園　50本、熊谷スポーツ文化公園　10本)
　　平成31年度　　100本　(権現堂公園（2号公園)　100本)

（３）事業効果
　　県営公園での植樹が進むことで、身近な緑の創出が促進される。

（４）県民・民間活力、他団体との連携状況
　　一定金額以上の寄附をいただいた方には、希望により名前やメッセージを記した記念プレートを設置することにより
、広く人生の節目などでの植樹を働きかけ、次の世代に引き継ぐ森づくりを実施する。

　県(10/10)

　9,500千円×0.4人＝3,800千円

前年との
対比

― 都市整備部 B15 ―



公園スタジアム課

総務・公園管理担当

5393

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B16
県営公園指定管理者委託費 土木費 公園費 公園等施設管理費

都市公園法、地方自治法、埼玉県都市公園条例 宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料

決定額 3,139,435 300,546 2,838,889 278,496

前年額 2,860,939 281,604 2,579,335

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成18年度～ 根 拠
法 令

県民の憩いの場である県営公園を適正に管理することに
より、その利用を促進し、県民の福祉に寄与するととも
に、都市環境の保全育成を図る。
平成18年度から指定管理者制度を導入し、利用者本位の
柔軟なサービスを提供するとともに効率的な公園運営を
推進するために、県営公園の管理を指定管理者に代行さ
せている。
（１）県営公園指定管理者委託費　　　　　　　　　　
　　
　

（１）事業内容
　県民の憩いの場である県営公園を適正に管理することにより、その利用を促進し、県民の福祉に寄与するとともに、都
市環境の保全育成を図る。
　　
（２）事業計画
　指定管理者制度を導入した埼玉スタジアム２００２公園を除く26公園(23件)の平成31年度指定管理
　　　公募分　　　
　　　  平成27年度から5年指定・・・ 1公園　　　　　
　　　  平成28年度から5年指定・・・ 8公園
　　　  平成29年度から5年指定・・・ 2公園
　　　　平成30年度から5年指定・・・13公園(9件)
　　　　平成31年度から5年指定・・・ 2公園

（３）事業効果
　民間団体等を活用することによって、サービスの向上、経費削減が可能となる。

（４）変更事項の有無
　　○　歳出の主な増減理由　　　
　　　・戸田公園　水草除去作業追加等に伴う増　　　　　　　　 　　　　　　
　　　・熊谷スポーツ文化公園　指定管理者更新に伴う事業計画変更等による増 
　　　・こども動物自然公園　指定管理者更新等に伴う事業計画変更等による増 
　　　・新たな森公園　新規開設による増　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　○　歳入の主な増減理由　
　　　・戸田公園　競艇開催に係る使用料の増　　　　　　　　　　

（県10/10）

普通交付税算出基準財政需要額算入
　単位費用算定の基礎に計上
　「その他土木費」「１経常経費」「１．都市計画費」
「(2)公園費」

38,000千円(9,500千円×4人)

前年との
対比

― 都市整備部 B16 ―



公園スタジアム課

総務・公園管理担当

5393

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B17
大宮公園管理運営費 土木費 公園費 公園等施設管理費

都市公園法・埼玉県都市公園条例 宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 財産収入 諸 収 入

決定額 429,508 253,623 18 514 175,353 △59,131

前年額 488,639 294,655 18 503 193,463

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成18年度～ 根 拠
法 令

　大宮公園を安全、快適、適正に管理することに
より、その利用を促進し、県民の福祉に寄与するととも
に、都市環境の保全を図る。
　また、県営公園のあり方、今後の整備、管理の手法を
実地に検討する場とする。

（１）大宮公園管理運営費　　
　
　　

（１）事業内容
　　県営大宮公園を県民の憩いの場として適正に管理するとともに、大宮公園事務所管理区域内の県営公園の管理及び行
　政運営に係る義務的経費及び事務費（県営公園指定管理者委託費、公園管理諸費を除く）
（２）事業計画
　　ア　公園管理を適正に行い、県民福祉の向上を図る。
　　イ　「大宮公園魅力アップ協議会」の運営やプロ野球公式戦・競輪の開催等を通じて利用促進と地域活性化を図る。
（３）事業効果
　　公園管理が適正に行われることにより、利用者が安心して、かつ安全に公園を利用することができる。
　　また、都市部における貴重なみどりが保全され、都市環境の保全を図ることができる。

県(10/10)

普通交付税算出基準財政需要額算入
　単位費用算定の基礎に計上
　「その他土木費」「１経常経費」「１．都市計画費」
「(2)公園費」

247,000千円(9,500千円×26人)

前年との
対比

― 都市整備部 B17 ―



公園スタジアム課

総務・公園管理担当

5393

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B18
公園管理諸費 土木費 公園費 公園等施設管理費

都市公園法、埼玉県都市公園条例 宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 財産収入 諸 収 入 県　債

決定額 86,028 47,870 4,267 529 7,000 26,362 55

前年額 85,973 47,851 3,439 528 34,155

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成 6年度～ 根 拠
法 令

県営公園の管理及び行政運営に係る義務的経費及び事務
費（県営公園指定管理者委託費、大宮公園管理運営費を
除く）

（１）事業内容
　県営公園の管理及び行政運営に係る義務的経費及び事務費（県営公園指定管理者委託費、大宮公園管理運営費を除く）
（２）事業計画
　公園の管理を適正に実施し、県民にとって安全で快適な公園の環境を維持する。
（３）事業効果
　公園管理が適正に行われることによって、利用者が安全に公園を利用でき、災害時に防災拠点としても利用できる。

県（10/10）

普通交付税算出基準財政需要額算入
　単位費用算定の基礎に計上
　　「その他土木費」「1.経常経費」「1.都市計画費」
「(2)公園費」

247,000千円（9,500千円×26人）

前年との
対比

― 都市整備部 B18 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5399

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B19
公園等施設補修費 土木費 公園費 公園等施設管理費

都市計画法、都市公園法 宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

 

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 504,135 504,135 198,715

前年額 305,420 305,420

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成18年度～ 根 拠
法 令

　県営公園は開設以来、多くの県民に利用されているが
、公園施設の老朽化や劣化が進み、施設の安全性や機能
の維持確保が難しくなっている施設がある。このため公
園施設の機能を維持し、来園者が安全で、快適に利用で
きるよう補修を行う。

（１）公園等施設補修費　　　　　　　　161,625千円
（２）中長期修繕計画に基づく修繕費　　342,510千円

（１）事業内容
　　ア　大宮公園外16公園において公園施設の修繕および維持管理を行う。
　　イ　埼玉県庁舎・公の施設の施設マネジメント方針に定める中長期修繕計画に基づき、公園施設の長寿命化を図る。
（２）事業計画
　　ア　引き続き、利用者の事故につながる要因の排除、及び公園の営業や施設利用に必要な機能確保のための修繕
　　　　を行う。
　　イ　公園施設の中長期修繕計画に基づき修繕を行う。

（３）事業効果
　　ア　施設利用に必要な水準を維持することで、事故の予防が図れるなど、公園利用者の安心・安全が確保される。
　　イ　公園施設の長寿命化を図ることができる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　利用者への影響の少ない時期に工事を実施するため、公園の利用実態を考慮し、指定管理者と工程調整等を行う。

県（10/10）

（１）事業に係る人件費2,850千円(9,500×0.3)

前年との
対比

― 都市整備部 B19 ―



公園スタジアム課

総務・公園計画事業担当

5409

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B20
埼玉スタジアム２００２公園管理運営費 土木費 公園費 埼玉スタジアム２００２公園管理運営費

宣言項目 04 地域をつなぐ社会基盤の整備

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

業務概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 県　債

決定額 1,500,503 6,580 1,087,000 406,923 △493,188

前年額 1,993,691 6,580 1,451,000 536,111

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成13年度～ 根 拠
法 令

都市公園法第2条、スポーツ振興法第7条

　埼玉スタジアム2002公園の効率的な管理運営を行う。
（１）埼玉スタジアム2002公園指定管理委託費
　　　　　　　　　　　　　　　　　342,205千円
（２）中長期修繕計画に基づく修繕費
　　　　　　　　　　　　　　　　1,146,034千円
（３）歩行者専用道路賃借料等　　　 10,930千円

（１）事業内容
　　　埼玉スタジアム2002公園の効率的な管理運営を行う。　
　　ア　指定管理者に埼玉スタジアム2002公園の管理運営を委託する。　
　　イ　埼玉県庁舎・公の施設の施設マネジメント方針に定める中長期修繕計画に基づき、公園施設の長寿命化を図る。
（２）事業計画
　　ア　指定管理者制度の導入による効率的な管理運営を図る。
　　イ　公園施設中長期修繕計画に基づき計画的な修繕を行う。　
（３）事業効果
　　ア　指定管理者制度を導入することにより、質の高いサービスを提供と、経費の縮減が期待できる。
　　イ　公園施設の長寿命化を図ることができる。
　　　　2020年東京オリンピック開催を見据え、最高の状態で大会運営することができる。

県(10/10)

企画振興費（地域文化・スポーツ振興、交流対策費）の
単位費用の一項目として算定され、団体の人口規模に応
じて基準財政需要額に算入される。

（１）事業に係る人件費　19,000千円（2人）

前年との
対比

― 都市整備部 B20 ―



公園スタジアム課

公園計画・事業担当

5397

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B21
埼玉スタジアム２００２公園施設整備費 土木費 公園費 埼玉スタジアム２００２公園施設整備費

都市計画法、都市公園法 宣言項目 11 オリンピック・パラリンピックなどを契機とした地域の活性化

分野施策 061350 スポーツの振興

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 328,122 327,000 1,122 △60,100

前年額 388,222 367,000 21,222

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

事 業
期 間

平成25年度～ 根 拠
法 令

埼玉スタジアム2OO2公園の施設整備を行う。

（１）暑さ対策　　　　　　　　　　　137,455千円
（２）オリンピックに向けたさらなる魅力アップ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　190,667千円

(1) 事業内容
　　ア　暑さ軽減のため、多数の観戦者が集まる場所に対策を実施する。
　　イ　東京オリンピック開催を見据え、さらなる魅力アップを図るための施設整備を実施する。　　

(2) 事業計画
　　ア　北広場に遮熱性塗料塗布を実施するとともに、ドライミスト冷却装置を設置し暑さの軽減を図る。
　　イ　東京オリンピック開催に向け、北入口周辺改修や歩行者専用道の環境改善を行い、さらなる魅力アップを
　　　　図る。
(3) 事業効果
　　　東京オリンピックを契機に来県する外国人観光客などをはじめとした多くの来園者に対し、本県の魅力を積極的に
　　ＰＲするとともに、おもてなしによる利用環境の向上により、公園利用者の増加が見込まれる。

県(10/10)

(1) 事業に係る人件費 19,000千円(9,500千円×2人)
(2) 組織の新設、改廃及び増員 なし

前年との
対比

― 都市整備部 B21 ―



建築安全課

震災対策・構造指導担当

5525

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B23
住宅・建築物耐震改修促進費 土木費 建築指導費 住宅・建築物耐震改修促進費

建築物の耐震改修の促進に関する法律 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020517 地震に備えたまちづくり

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 85,326 40,014 45,312 △15,813

前年額 101,139 47,976 53,163

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

平成19年度～ 根 拠
法 令平成32年度

　平成32年度までに住宅・建築物の耐震化を促進し、
震災時の被害を軽減することを目的とする。
　被災した建築物の余震等による二次災害を防止するた
め、応急危険度判定が円滑にできる体制を整備する。
(1)既存建築物耐震改修促進事業
(2)応急危険度判定体制の整備
(3)耐震診断及び耐震改修の補助制度
　　　 ・多数の者が利用する建築物の耐震診断・
　　　　 改修費の補助

(1)事業内容
　　ア　彩の国既存建築物地震対策協議会(構成員：市町村など)を通じ、地震対策を円滑に推進
　　イ　応急危険度判定士の養成、訓練及び連絡体制維持
　　ウ　多数の者が利用する民間建築物の耐震改修等に係る経費の一部を補助

(2)事業計画
　  ア  応急危険度判定模擬訓練の開催、判定用資機材の備蓄、耐震化に関する講習会の開催
　　イ　応急危険度判定士養成講習会の開催(年4回)
　　ウ　補助予定件数
　　　　　　　　　　                 平成31年度
           　耐震診断                    10件
　　 　　　  耐震改修・建替設計           4件　
             耐震改修・建替工事           5件
　　　
(3)事業効果
　　ア　応急危険度判定資機材の備蓄
　  イ　応急危険度判定士の登録者数の増  　
　　ウ　多数の者が利用する民間建築物の耐震化率  平成27年度末91％　→　平成32年度末95％

(4)県民・民間活力・職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　協議会との連携、県内3金融機関による融資支援(平成24年12月～)、耐震サポーター制度の実施(平成25年6月～)

(1)・(2)(県10/10)、(3)診断(国1/3・県1/3)事業者1/3
耐震改修(建替)設計(国1/3・県1/3)事業者1/3
耐震改修(建替)工事(国11.5％・県11.5％)事業者77％

　国交付金に対応した県負担の1/2について特別交付税
基礎数値に算入

　9,500千円×3人＝28,500千円

前年との
対比

― 都市整備部 B23 ―



建築安全課

震災対策・構造指導担当

5525

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B24
緊急輸送道路閉塞建築物耐震化促進事業 土木費 建築指導費 住宅・建築物耐震改修促進費

建築物の耐震改修の促進に関する法律 宣言項目 03 大地震など危機への備えの強化

分野施策 020517 地震に備えたまちづくり

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 134,923 65,680 69,243 △59,078

前年額 194,001 96,427 97,574

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

平成24年度～ 根 拠
法 令平成37年度

　緊急輸送道路は、震災後の救命救急、物資輸送及び復
旧活動の「要」であるため、これらの道路を閉塞する民
間建築物の耐震化が急務となっている。
　県は、特定行政庁12市とともに関係機関等と連携し、
民間の閉塞建築物の耐震化を促進する。

(1)緊急輸送道路閉塞建築物耐震化促進事業(県所管)
(2)緊急輸送道路閉塞建築物耐震化促進事業(11市所管)

(1)事業内容
　 緊急輸送道路を閉塞する建築物や避難所の所有者に対し、耐震化に係る費用の一部を補助する
　　 ア　緊急輸送道路閉塞建築物耐震化事業（県所管）
　　　　 耐震化に係る費用（診断、設計及び工事）の一部を所有者に対し補助する。
　　 イ　緊急輸送道路閉塞建築物耐震化促進事業（11市所管）
　　　　 さいたま市を除く11特定行政庁(川越、熊谷、川口、所沢、春日部、狭山、上尾、草加、越谷、新座、
　　　　 久喜)が所管する民間建築物の耐震化に係る費用（診断、設計、工事）の一部を所有者及び特定行政庁
　　　　 に対し補助する。

(2)事業計画　 　
　  　補助予定件数 　　　　　　　　　　　　　　　 重点23路線 　　重点23路線　　  重点23路線　　 その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(連携路線) 　 (迂回路なし)　  (迂回路あり)
　　　県所管分　　　　耐震診断　　　　　              0件　　　　　　1件　　　　　　 0件          1件
　   (51市町村)       耐震改修(建替)設計　　 　  　　 2件　　　　　  2件　　　　　　 0件          0件
　　　　　　       　 耐震改修(建替・除却)工事　　  　0件　　　　　　2件　　　　　　 0件          1件
      11市所管分　    耐震診断　　　　　　　　　　　　2件　  　　　  0件　　　　　　 0件          0件
　　　　　　　　　　　耐震改修(建替)設計　　　　　    4件            0件　　　　　　　-　　　　 　 -
　　　　　　　　　　　耐震改修(建替・除却)工事　　　　0件　　　　　　0件　　　　　　　-            -

(3)事業効果
　 平成37年度までに緊急輸送道路のうち連携路線の広域ネットワークを確保

(4)県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　 埼玉県緊急輸送道路閉塞建築物耐震化促進協議会の設置、職員の繰り返し訪問による働きかけ実施（平成23年度～）
   県内3金融機関による耐震診断・耐震改修費融資制度の実施(平成24年12月取扱い開始)
   埼玉県耐震サポーター(耐震診断等ができる建築士事務所や施工業者)をHPで公表（平成25年6月より開始)
　 埼玉県住宅供給公社による事業化コーディネート支援（平成24年度～）及び耐震診断費の助成（平成25年度～）

診断：[県所管(国1/3・県2/3又は1/2又は1/3)事業者1/3
      又は1/6又は0] [11市(国1/3・県1/2又は1/3)
      市1/3又は1/6又は0・事業者1/3又は1/6又は0]
設計・工事：(国1/3・県1/2又は1/3)事業者1/3又は1/6

　国交付金に対応した県負担の1/2について特別交付税
基礎数値に算入

　9,500千円×1人＝9,500千円　

前年との
対比

― 都市整備部 B24 ―



建築安全課

企画担当

5524

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B26
住宅センター助成費 土木費 建築指導費 住宅センター助成費

埼玉県住宅センター補助金交付要綱 宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 660 660 0

前年額 660 660

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

昭和52年度～ 根 拠
法 令

　良質な住宅建設を促進するとともに、建設業界の健全
な振興を図ることを目的として設立された、公益財団法
人埼玉住宅センターに助成を行うことにより、小規模建
設業者の経営・技術向上を図るとともに、消費者サービ
スの向上に寄与する。

（１）住宅センター助成費　660千円

（１）事業内容
　　　住宅センターは、「住宅デー」として県内各地で年間70回程度の住宅相談窓口等を開設し、専門知識を持たない
　　一般消費者の住宅や融資制度の相談を受けたり、広く建築への理解を求めるなどの啓発事業を行う。住宅相談や各種
　　説明を実施することで、良質な住宅建設及び一般消費者の知識向上を促進し、県や市町村の建築行政ではフォローで
　　きない分野についての事業を行う。
　　　これらの事業を行う住宅センターに対して補助金を交付する。

（２）事業計画
　　　無料職業紹介や住宅相談、研修会など各種事業を実施

（３）事業効果
　　　住宅相談や各種説明を実施することで良質な住宅建設及び一般消費者の知識向上を促進することができる。

（４）その他
　　埼玉県住宅センターの概要
　　　・設　立　　昭和51年2月2日
　　　・所在地　　さいたま市北区宮原町4丁目144番1
　　　・理事長　　中村　正雄
　　　・事　業　　木造住宅に関する知識の普及・啓蒙（住宅デー）
　　　　　　　　　住宅相談
　　　　　　　　　増改築相談員研修会等
　　　　　　　　　

　(県10/10)

（１）事業に係わる人件費　950千円(0．1人)
（２）組織の新設、改廃及び増員　なし

前年との
対比

― 都市整備部 B26 ―



建築安全課

震災対策・構造指導担当

5525

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B25
アスベスト対策推進費 土木費 建築指導費 石綿対策推進費

なし 宣言項目   

分野施策 051143 公害のない安全な地域環境の確保

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 25,970 13,920 12,050 150

前年額 25,820 12,000 13,820

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

平成21年度～ 根 拠
法 令平成33年度

　社会問題化しているアスベスト飛散による健康被害を
防止し、県民が安心・安全に生活し続けられることを目
的に、民間建築物に使用されている吹付けアスベスト等
の含有調査及び除去等工事の費用の一部を補助する。

(1)事業内容
　 民間建築物の建物所有者に対し、吹付けアスベスト等の含有調査及び除去等工事の費用の一部を補助

(2)事業計画
　 　補助予定件数
　　　 含有調査　　　　　12件（延床面積：1,000㎡以上）
　　 　　　　　　　　　　12件（延床面積：1,000㎡未満）
　　　 除去等工事　　　　 3件（延床面積：1,000㎡以上）
　　 　　　　　　　　　　 2件（延床面積：1,000㎡未満）

(3)事業効果
　 アスベスト対策実施率(延べ床面積1,000㎡以上の民間建築物）
　 平成29年度：98.9％　→　平成31年度：99.4％　(平成33年度：100％)

(4)県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　 アスベスト分析機関や設計・建設関係団体によるアスベスト対策補助制度の周知活動(平成23年度～)
　 文書や電話等でアスベスト対策の働きかけを実施(平成24年度)
　 職員が個別訪問し、アスベスト有無の確認・対策の働きかけを実施(平成25年度～)

　含有調査　(国10/10)事業者0
　除去等工事　(国1/3・県1/3)事業者1/3

あり
交付金に対応した県負担の1/2について特別交付税交付

(1)事業に係る人件費　9,500千円(1.0人)
(2)組織の新設、改廃及び増員　増員0名

前年との
対比

― 都市整備部 B25 ―



建築安全課

企画担当

5524

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B22
空き家等対策促進事業費 土木費 建築指導費 空き家等対策促進費

空家等対策の推進に関する特別措置法 宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 1,000 1,000 △344

前年額 1,344 1,344

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

平成27年度～ 根 拠
法 令

　平成26年度に設置した埼玉県空き家対策連絡会議を通
じ、空家等対策計画の策定支援、空き家バンクの設置支
援を行うなど、市町村の空き家対策を支援する。
　また、市町村及び関係団体と連携し、空き家の増加を
抑制する取り組みを行う。
　これらにより、県全体で効果的な空き家対策を促進す
る。
　

（１）事務費                      　　1,000千円

（１）事業内容
　　　・市町村空き家対策の支援
　　　　市町村、関係団体等を含めた空き家対策連絡会議を開催

（２）事業計画
　　　　埼玉県空き家対策連絡会議を通じ、空き家対策計画の策定や空き家バンクの設置などに係る市町村支援、空き　
　　　家の増加を抑制する取り組み等を行う。
　　　
（３）事業効果
　　　・空家等対策計画の策定、空き家バンクの設置などの市町村の空き家対策を支援するとともに、市町村へ
　　　　の情報提供等を行うことにより、効果的な対策を実施することが可能となり、県全体の空き家対策を促進
　　　　することができる。
　　　・市町村及び関係団体と連携し、空き家の適正管理や発生予防に関する周知などにより、空き家の増加を抑制す　
　　　　る。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　ア　市町村の空き家相談窓口の２次相談窓口として関係団体等に協力を依頼
　　　イ　不動産等の関係団体等を含めて空き家対策連絡会議を開催

（県10/10）

（１）事業費に係る人件費　　　　9,500千円（1.0人）
（２）組織の新設、改廃及び増員　なし

前年との
対比

― 都市整備部 B22 ―



住宅課

マンション担当

5573

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B32
住宅居住支援推進事業費 土木費 住宅費 住宅総務費 住宅居住支援推進事業費

宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 9,415 4,131 5,284 228

前年額 9,187 3,906 5,281

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和46年度～ 根 拠
法 令

マンション管理適正化法、マンション建替え円滑化法、住宅
セーフティネット法

　住宅の居住に関する諸問題への対応を図るため、住宅
相談業務、マンションの情報提供と管理組合支援及び住
宅確保要配慮者の住宅確保につながる施策を行う。

（１）住宅相談業務委託　　　  　　　　　 7,811千円
（２）ＮＰＯ協働によるマンション　　　　　 860千円
　　　居住支援事業
（３）事務費　 　　　　　　　　　　　　　   24千円
（４）分譲マンション管理組合支援事業 　  　320千円
（５）住宅確保要配慮者居住支援事業　　　　 400千円

（１）事業内容
　　ア　住宅相談業務委託　　　　　　　　　　　　　住宅相談業務に関する業務委託　　　　　　　　　　7,811千円
　　イ　ＮＰＯ協働によるマンション居住支援事業　　埼玉県マンション居住支援ネットワークへの補助金　　860千円
　　ウ　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　マンション管理基礎セミナー等旅費　　　　　　　 　  24千円
　　エ　分譲マンション管理組合支援事業　　　　　　分譲マンションの管理組合に対する支援等　　　　　  320千円
　　オ　住宅確保要配慮者居住支援事業　　　　　　　埼玉県住まい安心支援ネットワークへの補助金等　　　400千円
（２）事業計画
　　ア　住宅相談業務委託
　　　　住宅に関する諸問題への対応や公的賃貸住宅の提供を目的として、相談業務を埼玉県住宅供給公社に委託する。
　　イ　ＮＰＯ等との協働によるマンション居住支援事業
　　　　マンション関連ＮＰＯ、専門家団体、県内市町で組織する埼玉県マンション居住支援ネットワークに補助する。
　　ウ　事務費
　　エ　分譲マンション管理組合支援事業
　　　　分譲マンションの維持管理等について、管理組合の活動を支援する。
　　オ　住宅確保要配慮者居住支援事業
　　　　埼玉県住まい安心支援ネットワークに補助する。また、市町村居住支援協議会の設立を促進する。
（３）事業効果
　　　県民の抱える住宅に関する不安の解消や市町村の住宅施策等の支援を図ることができる。
　　　県内分譲マンションの適正管理が促進される(平成29年度実績　セミナー受講者342人、無料相談件数39件)。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　埼玉県住宅供給公社の「住まい相談プラザ」を活用し住宅相談業務を実施する。
　　　県、41市町、ＮＰＯ等14団体で組織する埼玉県マンション居住支援ネットワークにおいて県の分譲マンションに
　　関する事業の実施方法等について意見交換をし、より効果的に事業を実施する。
　　　地方公共団体の他、居住支援活動団体や不動産業者等で組織する居住支援協議会を活性化させる。
（５）その他（前年度からの変更点）
　　ア　分譲マンション管理組合支援事業の見直しによる事業費の縮小
　　イ　住宅確保要配慮者居住支援事業を新設するとともに、「子育て・世代多子世帯向け住宅支援事業費」から
　　　埼玉県住まい安心支援ネットワーク運営事業を移行

（１）（２）（国45/100・県55/100）
（３）（県10/10）
（４）（５）（国45/100・県55/100）、（県10/10）

　9,500千円×2.5人＝23,750千円

前年との
対比

― 都市整備部 B32 ―



住宅課

企画担当

5571

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B30
住宅政策総合推進事業費 土木費 住宅費 住宅総務費 住宅政策総合推進事業費

なし 宣言項目 02 健康・医療・介護の安心確保

分野施策 010205 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 5,220 1,881 3,339 2,188

前年額 3,032 643 2,389

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成11年度～ 根 拠
法 令

　住まいを取り巻く社会環境の動きに対応した住宅政策
を官民一体となって展開する。
（１）住宅政策推進事業　　　　 　　　 　 2,814千円
（２）埼玉県住まいづくり協議会事業補助 　  660千円
（３）環境等に配慮した住宅普及事業補助 　　630千円
（４）サービス付き高齢者向け住宅事業費　 1,116千円

（１）事業内容
　　ア　住宅政策推進事業                    　　　　　　　　　 　　　　　　　　
        埼玉県住生活基本計画等の見直しに向けた基礎調査等　　　　　　　　　　　 2,814千円
　　イ　埼玉県住まいづくり協議会事業補助　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　住生活月間事業への補助　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　  600千円
        埼玉県住まいづくり協議会年会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60千円
　　ウ　環境等に配慮した住宅普及事業補助
　　　　埼玉県住まいづくり協議会が主催する環境住宅賞への事業補助　　　　　　　　 630千円
　　エ　サービス付き高齢者向け住宅事業費
　　　　県民向けのサービス付き高齢者向け住宅案内用資料作成等　　　　　　　　　 1,116千円
（２）事業計画
　　ア　住宅政策推進事業
　　　　埼玉県住生活基本計画等の見直しに向けた基礎調査
　　イ　埼玉県住まいづくり協議会事業補助
　　　　住生活月間(10月)におけるイベントの開催
　　ウ　環境等に配慮した住宅普及事業補助
　　　　住宅供給に関わる民間事業者と行政が連携した「埼玉県住まいづくり協議会」にて環境住宅賞を実施するととも
　　　　に、暑さ対策につながる環境住宅賞の事例をＨＰ等により、県民へ周知する。
　　　　・スケジュール案：平成31年7月～9月 作品募集、平成31年11月 審査、平成31年12月 表彰式　　　　　
　　エ　サービス付き高齢者向け住宅事業費
　　　　サービス付き高齢者向け住宅の県民案内用パンフレット作成等を行う。　　　　
（３）事業効果
　　　　民間・県等が役割分担し、魅力ある住まいづくりの促進及び県民の豊かな住生活の実現が図れる。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　　住宅事業者と行政が連携した「埼玉県住まいづくり協議会」にて住生活月間にイベントを実施する。
（５）その他（前年度との変更点）
　　ア　埼玉県住生活基本計画等の見直しに向けた基礎調査による増
　　イ　サービス付き高齢者向け住宅事業者講習会開催による増

（１）（国45/100・県55/100)、旅費（県10/10)
（２）（県10/10）
（３）（国22.5/100・県27.5/100)・事業者1/2
（４）（国45/100・県55/100)、旅費（県10/10）

　9,500千円×2.1人＝19,950千円

前年との
対比

― 都市整備部 B30 ―



住宅課

企画担当

5571

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B28
子育て世代・多子世帯向け住宅支援事業費 土木費 住宅費 住宅総務費 子育て世代・多子世帯向け住宅支援事業費

なし 宣言項目 01 結婚・出産・子育ての希望実現

分野施策 010101 きめ細かな少子化対策の推進

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 諸 収 入

決定額 388,595 173,135 329 215,131 79,830

前年額 308,765 137,131 348 171,286

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成23年度～ 根 拠
法 令

　子育て世代の流入及び定住を促進するため、子育てし
やすい良質な住まいを県が認定する制度を実施する。
　また、多子世帯による住宅取得に要する費用の一部を
補助する。

（１）子育て応援住宅認定事業　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　246千円
（２）多子世帯向け中古住宅取得支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 54,995千円
（３）多子世帯向け新築住宅取得支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　333,354千円
　

（１）事業内容
　　　ア　子育て応援住宅認定事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  246千円
　　　　　子育てに配慮したマンションや戸建て分譲住宅団地を県が認定し、子育てしやすい住まいの普及・拡大を図る
　　　イ　多子世帯向け中古住宅取得支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54,995千円
　　　　　多子世帯による中古住宅取得を支援する。
　　　ウ　多子世帯向け新築住宅取得支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 333,354千円
　　　　　多子世帯による新築住宅取得を支援する。
（２）事業計画
　　　ア　子育て応援住宅の認定を実施するとともに、住宅関連団体等に対して、認定制度の更なるＰＲを行い、
　　　　　その普及・拡大を図る。制度のＰＲに当たっては、住宅関連団体など住宅供給事業者に対し重点的に
　　　　　アピールする。
　　　イ　多子世帯による住宅の取得に要する費用の一部を補助する。
（３）事業効果
　　　ア　子育てに配慮した住宅を認定した。平成29年度：1,604戸　平成30年度:1,428戸(1月末現在)
　　　イ　多子世帯による住宅取得を支援し、子育てしやすい住環境の整備を促進することにより、
　　　　　希望する数の子供が持てる環境づくりを図る。
（４）その他（前年度との変更点）
　　　ア　子育て応援住宅事業の見直しによる事業費の縮小
　　　イ　埼玉県住まい安心支援ネットワーク運営事業の「住宅居住支援推進事業費」への移行
　　　ウ　多子世帯向け中古住宅取得・リフォーム支援事業のリフォーム補助を廃止し、
　　　　　多子世帯向け中古住宅取得事業に名称変更
　　　エ　多子世帯向け新築住宅取得支援事業の補助件数増（500件→665件）

（１）（国45/100・県55/100)
（２）（国45/100・県55/100)

　9,500千円×2.2人＝20,900千円

前年との
対比

― 都市整備部 B28 ―



住宅課

総務・民間住宅担当

5585

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B29
住宅リフォーム普及促進事業費 土木費 住宅費 住宅総務費 住宅リフォーム普及促進事業費

埼玉県防犯のまちづくり推進条例 宣言項目   

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 988 431 557 △24

前年額 1,012 443 569

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成23年度～ 根 拠
法 令

　住宅リフォームを行える環境を整備し、県民の安心・
安全な住まいづくりを推進する。
（１）安心リフォーム普及事業　　　　　　348千円
（２）住宅防犯リフォーム普及事業　　　　315千円
（３）住宅リフォーム専門相談事業
    　及び優良リフォーム業者育成事業　　325千円

（１）安心リフォーム普及事業〔継続〕
　　・事業内容　　リフォーム無料講座、相談窓口担当者研修会の開催、安心リフォームの手引きの作成　348千円
　　・事業計画　　市町村と連携した無料講座・相談会、相談窓口担当者研修会、手引きの作成・配布。
　　・事業効果　　リフォーム工事に関する消費者被害を防止し、安心してリフォームを行える環境を整備できる。
　　・県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況　
　　　　　　　　　埼玉県住まいづくり協議会と連携して、研修会を実施している。

（２）住宅防犯リフォーム普及事業〔継続〕
　　・事業内容　　防犯事例紹介のリーフレット作成、防犯無料相談会及び防犯セミナーの実施　　　　　315千円
　　・事業計画　　引き続きリーフレットの作成や防犯無料相談会の開催を行っていく。
　　・事業効果　　防犯性の高い住宅が普及し、住まいへの侵入犯罪を抑止できる。
　　・県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　　　　　　　埼玉県住まいづくり協議会と連携して、住まいの防犯アドバイザーを養成している。

（３）住宅リフォーム専門相談事業及び優良リフォーム業者育成事業〔継続〕　　　　　　　　　　　　　325千円
　　・事業内容　　リフォーム専門相談窓口の設置(第一・第三土曜日)、優良リフォーム業者育成講習会の開催
　　・事業計画　　引き続きリフォーム専門相談や事業者向け講習会を開催する。
　　・事業効果　　県民からの相談にワンストップで対応できる。また、事業者の信用・技術力を向上できる。
　　・県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　　　　　　　埼玉県住まいづくり協議会と連携して、専門相談窓口を設置している。　(国45/100・県55/100)

　9,500千円×0.2人＝1,900千円

前年との
対比

― 都市整備部 B29 ―



住宅課

企画担当

5571

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B27
中古住宅流通・住み替え促進事業費 土木費 住宅費 住宅総務費 中古住宅流通・住み替え促進事業費

なし 宣言項目 01 結婚・出産・子育ての希望実現

分野施策 061348 郷土の魅力の創造発信

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 11,450 5,141 6,309 △15,340

前年額 26,790 12,033 14,757

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成28年度～ 根 拠
法 令平成33年度

　鉄道事業者などの民間事業者と連携して、住み替えに
効果的な支援制度を広域的かつターゲットを絞った情報
発信をすることにより、子育て世帯などの住み替えを促
進し、地域の活性化を図る。

　住み替え促進事業　　　　　　　11,450千円

（１）事業内容
　　　　鉄道事業者などの民間事業者と連携して、住み替えに効果的な支援制度を広域的かつ、ターゲットを絞った情報
　　　発信をすることにより、子育て世帯などの住み替えを促し、地域の活性化を図る。　　　　　　　　　11,450千円

（２）事業計画
　　　ア　鉄道事業者やウェブ広告事業者と連携し、県の住み替え事業の情報を広域的に発信する。
　　　イ　鉄道事業者や住宅関連事業者と連携し、県内への住み替えを促進する事業を実施する。
　
（３）事業効果
　　　　県内外の方々に広く各種制度を認知いただき、各種制度が利用されることで中古住宅流通が活性化するとともに
　　　　県内への住み替え促進が期待できる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　　鉄道事業者などの民間事業者と連携し、効果的な情報発信や住み替え促進に向けた事業を実施する。

（５）その他（前年度との変更点）
　　　　広告料の縮減　　　　

　（国45/100・県55/100）

　9,500千円×1.0人＝9,500千円

前年との
対比

― 都市整備部 B27 ―



住宅課

県営住宅管理担当

5566

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B31
県営住宅事業特別会計繰出金 土木費 住宅費 住宅建設費 県営住宅事業特別会計繰出金

なし 宣言項目   

分野施策 020415 生活の安心支援

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　一部、地方交付税措置あり。

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 293,773 293,773 △49,284

前年額 343,057 343,057

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和39年度～ 根 拠
法 令

　県営住宅家賃低減地方負担額等を県営住宅事業特別会
計に繰り出す。
（１）県営住宅家賃低減地方負担額
　　　 　　　 236,519千円
（２）若年世帯向け子育て支援事業繰入分
　　　　　　　 47,031千円
（３）高齢者いきいき住宅整備事業繰入分
               10,223千円

（１）事業内容
　　　ア　法令に基づき県営住宅および特定公共賃貸住宅の家賃低減・減額を行うにあたり、
　　　　　低減等に要する財源のうち国庫支出金以外の分を県営住宅事業特別会計に繰り出す。　       236,519千円

　　　イ　若年世帯向けの子育て支援住宅として供給する県営住宅の借上料に要する財源のうち、
　　　　　国庫支出金、使用料・手数料以外の部分を県営住宅事業特別会計に繰り出す。　　　　　　　　47,031千円

　　　ウ　高齢者いきいき住宅整備事業として整備する事業に要する財源のうち、
　　　　　国庫支出金以外の部分を県営住宅事業特別会計に繰り出す。　　　　　　　　　　　　　　　　10,223千円

（２）事業計画
　　　一般会計と特別会計の間で繰り入れ・繰り出しを実施することにより、費用と負担の関係を明確にする。

（３）事業効果
　　　住宅に困窮する低所得者等の居住の安定を図る。

　（県10/10）

　9,500千円×2人＝19,000千円

前年との
対比

― 都市整備部 B31 ―



住宅課

住宅経営

5569

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B103
高齢者いきいき住宅整備事業 住宅建設費 高齢者いきいき住宅整備事業

なし 宣言項目 02 健康・医療・介護の安心確保

分野施策 010205 地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

国庫支出金 繰 入 金

決定額 13,440 3,217 10,223 13,440

前年額 0

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

県営住
宅事業
特別会
計

住宅事
業費

住宅建
設費

事 業
期 間

平成31年度～ 根 拠
法 令平成34年度

　本県では、一人暮らしの高齢者が増加し、一般世帯の
約１割を占める状況である。そこで、高齢単身者が低廉
でいきいき暮らせる住宅の検討を行う。

（１）事業内容
　　ア　高齢者が交流する機会づくり
　　　　・高齢者カフェ（集会所改修）　　　　　　　　　　　　　　　　　　２団地
　　　　・市民農園の設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２団地
　　　　・買物弱者支援（移動スーパーの提供により交流する機会をつくる）　２団地
　　イ　高齢者が交流しやすい住宅の検討
　　　　・専門家の意見を踏まえ、高齢単身住宅について検討

（２）事業計画
　　平成31年度　高齢者が交流する機会づくり試行、検証
　　　　　　　　高齢者が交流しやすいモデル住宅の検討
　　平成32年度　モデル住宅の設計
　　平成33年度　モデル住宅の工事着手
　　平成34年度　モデル住宅の完成

（３）事業効果
　　ア　高齢者の引きこもりの防止
　　イ　入居者同士のふれあいによる高齢者の健康維持

(1),(3)（県10/10）
  (2)  （県55/100、国45/100）

9,500千円/人×1人＝9,500千円

前年との
対比

― 都市整備部 B103 ―



田園都市づくり課

景観・屋外広告物担当

5366

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B11
まち並み景観形成先導モデル事業 土木費 景観行政推進事業費

なし 宣言項目 11 オリンピック・パラリンピックなどを契機とした地域の活性化

分野施策 061352 快適で魅力あふれるまちづくり

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 14,206 14,206 14,206

前年額 0 0

平成31年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

都市計
画費

都市計画総務
費

事 業
期 間

平成31年度～ 根 拠
法 令平成33年度

　地域の核となる景観拠点を創出することで、地域活性
化や観光入込客数の増加、地域住民の景観への理解や意
識の醸成を図り、景観形成を加速する。このため、まち
並み景観づくりに先導的に取り組むモデル区間を定め、
来訪者にとっては「訪れてみたい」、地域の住民にとっ
ては「参加したい、つくってみたい」と思うような景観
を整備する。
　また、モデル区間でのまち並み景観づくりに係る知見
を蓄積し、他市町村へ波及することで、まち並み景観づ
くりを促進する。

（１）まち並み景観形成先導モデル事業　14,206千円

（１）事業内容
　　ア　まち並み景観形成先導モデル事業　14,206千円
　　　(ｱ)　建物所有者等が行う外観修景整備に対する補助を実施　　　 　　　　　　　　　10,000千円
　　　(ｲ)　市町村が策定する外観修景整備計画に対する補助を実施　　　　　　　　　　　　4,000千円
　　　(ｳ)　住民の意識醸成等を促進する勉強会等への講師派遣や補助事業実施に係る事務費　　206千円

（２）事業計画
　　ア　平成31年度～33年度　
　　　(ｱ)　建物所有者等が行う外観修景整備に対する補助
　　　(ｲ)　市町村が策定する外観修景整備計画や効果を促進する取組、効果を波及させるための取組に対する補助
　　　(ｳ)　住民の意識醸成等を促進する勉強会等への講師派遣や補助事業実施に係る事務費

（３）事業効果
　　ア　観光入込客数の増加や地域住民の地元への愛着心の向上による地域活性化、にぎわいの創出
　　イ　まち並み景観づくりに係る知見の蓄積、他市町村への波及によるまち並み景観づくりの促進

（１）(ｱ)(ｲ)（県1/2・市町村1/2）等
　　　(ｳ)（県10/10）

　9,500千円×1.0人＝9,500千円

前年との
対比

― 都市整備部 B11 ―
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